
出資法人等経営状況報告書

1 作成年月日及び担当部署

作成年月日 令和 7年 8月 20日 担 当部署 産業部 産業政策課

※以下は令和 7年 3月 3 1日 塀】/Fの 内容ですハ

2 法人等の概要

3 役員数
(単位 :人 )

4 職員数
(単位 :人 )

1

法 人 名 公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団

代 表 者

理事長 高橋 信雄

□ 常 勤   ■ 非常勤 □ プロパー □ 市兼務 ■ その他

所 在 地 新潟県上越市本町 3丁 目4番 1号 センバンビル 3F

設立年月日 平成 4年 2月 24日

基 本 金 555,550千 円 市出捐割合 29,7%

設立 目的

地域の雇用環境の整備改善や、若者等の地元就職の促進等に関する事業を

行うことにより、魅力ある地域社会を構築して、地域の発展を担う人材の確

保、育成及び定住の促進に寄与する。

主な事業

(1)U・ Iタ ーン希望者の地元就職促進に関する事業

0 新規学校卒業者等の地元就職、定着促進に関する事業
13)事業主の雇用環境や受入体制改善に関する事業

仏)こ の法人の目的に関する国や県または市からの受託事業
脩)その他この法人の目的の達成に関する事業

常勤 非常勤 計
内訳

プロパー 市兼務 その他

理事 1 6 7 1 0 6

監事 0 2 2 0 0 2

計 1 8 9 1 0 8

計
内訳

プロパー 市兼務

正社員 5 5 0

その他 1 1 0

計 6 6 0



5 事業実績 (概要 )

【令和 6年度の経営状況】
。経常収益は、国及び県からの受託事業のほか、新たに市から受託した求人・求職 トータ

ルサポー ト事業に係る受託料収入を計上し、前年度と比較して 34,606千円増の 72,173

千円となりました。

。経常費用では、求人・求職 トータルサポー ト事業のほか、就労支援を行う相談員の補充、

情報通信機器等の入替え、新設 した公式 LINEの 周知啓発などを実施したことにより

事業費が増加し、前年度と比較して 42,814千 円増の 75,643千 円となりました。

・この結果、当期一般正味財産増減額は△3,470千百となり、正味財産期末残高は542,102

千円となりました。

【令和 6年度の事業概要】
。自主事業である「わかもの等定住促進サポー ト事業」では、上越地域にU・ Iタ ーンを

希望する大学等進学者へ就職情報を提供するとともに、地元定着を促進するため、関係

団体と連携 し、高等学校や大学等の新規学卒就職者を対象とした企業説明会を開催 した

ほか、障害者の就職支援を行いました。

。また、国から「地域若者サポー トステーション事業」を受託し、若年無業者や就職氷河

期世代に対する就労支援を行いました。

・市受託事業の 「若者自立就労支援業務」においては、職場体験やジョブ トレーニング受

入先の新規開拓を進めながら、若年無業者等への就労支援を行いました。

・市から新たに受託した「求人・求職 トータルサポー ト事業」では、市内中小企業におけ

る人材確保と定着を図るため、学生、その他の求職者と企業をマッチングするポータル

サイ トを構築し、令和 6年 10月 から運用を開始しました。

【直近 3か年の事業実績】

自主事業実績 (主なもの)

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

UoIタ ーン希望者への

地域情報誌の送付
984イ牛 739イ牛 471イ牛

就職ガイダンスの共同実績

高校生応募前企業説明会

大卒等合同企業説明会〕
2回開催

参加企業数 191社

参加者数 618人

2回開催

参加企業数 290社

参加者数 902人

2回開催

参加企業数 303社

参加者数 1,023人

関係機関と連携した

障害者の就職支援

(就職面接会 )

2回開催

参加企業数 45社

参加者数 96人

就職者数 17人

2回開催

参加企業数 40社

参加者数 94ヽ人

就職者数 H人

1回開催

参加企業数 20社

参加者数 57人

就職者数 12人

2 上越地域若者サポー トステーション事業実績
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

就職相談・カウンセリング
来所者数 1,201人

進路決定者数 80人

来所者数 1,302人

進路決定者数 83人

来所者数 1,145人

進路決定者数 62人

1

2



6 財務状況 (税込)
(単位 :千円)

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び計

算結果と一致しない場合があります。

3

項  目
令和 4年度

自 令和 4年 4月 1日

至 令和 5年 3月 31日

令和 5年度
自 令和 5年 4月 1日

至 令和 6年 3月 31日

令和 6年度

自 令和 6年 4月 1日

至 令和 7年 3月 31日

正
味
財
産
増
減
計
算
書

一般正味財産増減の部

38,026 37,567 72,173

1,638 1,638 1,640

8,395 8,395 8,405

0 0 0

27,846 27,463 62,091

0 0 0

147 70 38

36,349 32,829 75,643

34,768 31,062 73,919

1,581 1,767 1,724

と,677 4,738 △ 3,470

0 0 0

0 0 0

0 0 0

1,677 4,738 △ 3,470

0 0 0

1,677 4,738 △ 3,470

539,156 540,834 545,572

540,834 545,572 542,102

指定正味財産増減の部

0 0 0

0 0 0

0 0 0

正味財産期末残高 540,834 545,572 542,102

項 目 令和 5年 3月 31日 現在 令和 6年 3月 31日 現在 令和 7年 3月 31日 現在

貸
借
対
照
表

資 産 544,422 548,195 546,352

負 債 3 588 2,624 4,250

正味財産 540,834 545,572 542,102

0 0 0

540,834 545,572 542,102



1内訳 令和

“

年度―令和5年度―
―
令和
!6年
度

①
若者自立就労支援業

務委託
5,292 5 343 5,455

②

求人・求職 トータルサ

ポー ト事業構築。運営

業務委託

0 0 35,266

計 5,292 5,348 40,721

7 市からの財政支出等
(1)委託額 (税込)

(2)財政援助額 (税込)

8 市以外からの補助金 色助成金等
(1)受給額 (税込)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

内訳 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度| 備考

① 補助金 (助成金) 0 0 0

② 貸付金 0 0 0

③ 損失補償 0 0 0

④ 債務保証 0 0 0

⑤ その他 ( ) 0 0 0

計 0 0 0

内訳 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 備考

①

計 0 0 0

4



9 今後の経営計画等
但)次期事業計画

別紙 「令和 7年度事業実施計画及び収支予算書」のとおり

1 わかもの等定住促進サポー ト事業

【主体的事業】

・U・ Iターン希望者の地元就職促進事業 (大学等進学者への就職情報の提供、大学等

進学先リストの作成等)

・職業講習事業 (パソ平ン講習)

・関連機関連携会議の開催等

【共同連携事業】

。新規学校卒業者等の地元就職、定着促進事業 (高校生応募前企業説明会、大卒等合同

企業説明会等)

・障害者向け面接会     
・2 上越地域若者サポートステーション事業 (就労相談 。就労体験など就労に向けた支援、

就労後の定着・ステップアップに向けた支援)           k
…国からの受託事業

3 若者自立就労支援業務事業 (臨床心理士等によるカウンセリング、職場体験やジョブト

レー■ング受入先企業の開拓等)

…上越市からの受託事業

4 求人・求職 トータルサポー ト事業 (ポータルサイトの保守管理、求人等の募集情報に関

する確認・掲載事務、学生との繋がり強化支援等)

…上舷市からの受託事業

(動 中長期経営計画

な し
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10 令和 7年度 経営状況の分析・評価
(1)第ニセクターの経営状況の分析 L評価のフローチヤー ト

※「第ニセクターに対する関与方針」,から抜粋

D
債務超過に陥つている、又は、資本金の 50%を超
える累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあ

るか

↓いいえ

8期連続の赤字であるか

↓いいえ

B
法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はある

か

イまい

外部専門家に見解を

求める

イまい
→

イまい

↓いいえ

A
現状では、当該法人の経営状況に問題 (課題)な
し

フローチャ‐卜による評価 A

【特記事項】

特になし

BからD評価の法人は12)ヘ

非営利法人においては、累積欠損金という概念がないため、初期の正味財産に対する減

少分を累積欠損金と読み替える。
「3期連続の赤字」の判断においては、「当期一般正味財産増減高」と「当期指定正味
財産増減高」の合計がマイナスとなる場合は、赤字と読み替える。

6

フローチャートによる評価基準 備考 ヽ

A 経営状況に問題 (課題)な し 引き続き経営努力を行 う

B 法人の経営の持続可能性に懸念がある

経営健全化の可能性について、外部専門
家に見解を求める

C 当期純利益
が 3期連続の単年度赤字であ

る

D 債務超
過に陥っている、又は、

資本金の 50%を超える累積欠損金がある



1議  事

第 1号議案 令和 6年度 事業実施結果について

1 法人会計事業

事 業 名 実施時期 地区・場所 事 業 内 容

I 総合事業

1 理事会
第32回
【定例】

第33回

【臨時・書面】

第34回

【定例】

5月 23日

6月4日

令万□7年
3月24日

上越文化会館

直江津学びの

交流館

令不□5年度事業実施結果・斗又支決算及び

第17固定時評議員会の開l在について、

評議員及び役員の改選について審議

理事長・ 副理事長・常務理事の選定

令和7年度事業計画 (案)及び畔又支予算 (案 )

について審議

2 評議員会

第17回

【定時】

6月4日
上越市市民プラザ

令不□5年度事業実施結果・収支決算及び

評議員及び役員の改選について、定款の

変更について審議

令和6年度事業計画、収支ラ算等につい

て報告
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2.ノム`益目的事業
(1)わかもの等定住促進サポート事業

2実  績
Ⅱ 新規学校卒業者の地元就職、定

~音

l足進事業

1 高校生応募前企業説明会 【り)・ ]ンフ
°
ラゲ】 1日目

ザ,        2日 目

大卒等合同企業説明会 【デュオ・セレッソ]

2 新規学校卒業就職者の就職後のフォロー
がんばれ三ューフェイス2023(糸魚川市)

【ホ引♭國富7ネックス】

新しい社会人を励ますつとい(上越市)

【リーシ
・
ョンフ
°
ラサ
・・
】

3 職業講召事業
パソコン講習 (だいども

~ヽ

くパソコン教室) 受請者 7名

就職数 3名  就職率 42.9%
10月 22日～

項   目 内   容

1事業目的 地財の雇用環境を整備し、若者の地元定着やU。 |ターンの促進を図るため、ハロー

ワーク・市・商工団体など関係機関と連携しながら各種事業を行う。

事業項目 (実施場所等) 実施時期 実施状況

12年生は四半
期
~母
に1回34年

生は毎月 (短大
|よ毎月).

2月

3月末現在登録者数  44名

(6年度新規登録者数 16篭 )

年間発送 (提供)件数  471イ牛

対象者 75名
内訳

2023年3月卒 (再調査分)29名

2024年3月卒      46名

回笞率 40%
・就職 28葛
(上越地颯7名 県内6名 県外13名
不明2名 )
。していない 2篭
(うち 1名は進学)

学
　
大
　
門

大

短

専

253校

高専  26校

司57校

998名

54篭

515名

436校  司,567名

2000円

I Ualターン希望者の地元就職l足進事業
1 大学等進学者への就職情報の提供

登録者 (卒業後の)就職状況

2R6年 3月 高校卒業者進学先リストの作成

3 若者のための就職ハンドブックの作成

情報提供

参加人聾
参加企業

参力0人数
参加企業

参加人数
参加企業

476名  参加学校数 21校
90社

441筈 参加学校数 20校
90社

刊06名  (申込133名 )
116社、官公庁7団体

7月 10日

7月 11日

3月 10日

4月 11日

4月 3日 参加人数 74名 (20事業所)

参加人数 132名 (38事業所)

11月 1日

8



Ⅲ そのl也の事業

1 障害者向け面接会
(上越勤労身体障害者体育館 )

2 関連機関連携会議の開催等

自立支援ネットワーク実務担当者会議

自立支援ネットワーク実務担当者会議

10月 29日

4月 17日

11月 7日

参加者  57筈  企業数20社

6関係機関 8名

6関係機関 6筈

3覇業実薔令和6年4月 1日から令和7年3月 31日 (12ケ月)
4実施体制 事務局長 1名

5需 輩電
′ム`益財団法人 新潟県雇用環境整備財団

上越市本町3-4-1(センアヽンピル 3F)
電話 :025-526-3310 FAXi025-526-3319

6夢 業 費 9,218,148円

7特記夢項
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(2)求人 ,求職トータルサポート事業 く上越市受託事業〉

項  目 内   容

1夢業目的 上越市・妙高市の中小企業における人材確保と定着を図るため、新卒学生など求

職者と企業側の求人三―ズをマッチングするポータルサイトを構築する。

2夢業内容

(1)ポータルサイトの構築業務
① 企業の概要紹介や新卒 。中途・短期等の採用情報、インターンシップの募
集情報のほか、各種セミナーやイベント情報など就職・定着促進や人材確保
支援に関する様プマな1情報を伝えられるようポータルサイトを構築する。
(2)ポータルサイトの保會管理業務
① サイトを構成する情報のアヽックアップ等
② 不具合時の対応
(3)トータルサポート事業の運営業務
① 企業I盾報の確認・掲勃事務
② 求人等の募集情報に関する確認 。掲載事務
③
④
⑤

企業概要及び求人等の募集情報の掲載に関する相談窓□業務
企業の掲載促進活動
学生との繋がり強化支援

3事業実施期 F臼目
令和6年4月 1日～令不B7年3鳳 31日 (司 2ヶ月)
(1)ポータルサイトの構築業務   (令 和6年 4月 1日～9月 30日 )
(2)ポータルサイトの保昔管理業務  (令和6年 10月 1日～令和7年3月 31日 )
(3)トータルサポート事業の運営業務 (令和6年4月 1日～令和7年3月 31日 )

4職員の酉B置 事務局長1名

5事務所所在地
ノ
zゝヽ益財団法人 新潟県雇用環境整備財団

上越市本町3丁目3-1(セ ンバンビル3F)
電話 i025-526-3310 FAXi025-526-3319

6 概算事業費
及び人件費

35,265,648円 (構築業務
(保守管理業務
(運営業務

27,234,900円 )
440,748円 )
7,590,OOO円 )

7特記事項
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令和6年度 求人・求職トータルサポート事業 実績報告書
(期間 :R6.4.1～R7.3.31)

業務 実績

①企業情報の確認掲載事務

加入申込事業所数 142件

企業情報確認・掲載事業所数 109イ牛

戸別訪間による作成依頼 561牛

②求人等の募集情報に関する確認・掲載事務

新卒求人確認事業所数 211牛

一般求人確認事業所数 40件

求人確認した事業所数 43件

新卒求人募集件数 581牛

一般求人募集件数 162件

求人募集件数の合計 2201牛

③募集情報に関する相訟窓□ 連絡先を周知して対応

④企業の掲載促進汚動

・雇用促進協議会員等へのl動きかけ

。上越タイムスに掲載 (1回 )

・ホームページ・ライン・ユーチューブ等活用

・イオンでのポスター掲示等

⑥学生との繁がり強化支援

・上越地功内の高等学校を訪間し、サイトの同

矢□及びラインヘの登録を依頼

・ユーチュープでの広告

とイオンでのポスター掲示等

⑥人材確保の総合相談窓□ 無料職業紹介事業の許可取得 (実績なし)

⑦事業効果検証等の報告 効果検証に関するデニタ報告 毎月 1回

掲載企業へのアンケート 年間2回

11



(3)上越地域若者サポートステーション事業 〈国受託事業 〉

項  目 内   容

1事業目的
若年無業者等が充実した珊業生活を送り、我が国の将来を支える人材になる
よう、「地域若者サポートステーション」において、地方

′ム`共団体と協l動 し、

職業的自立に向けた就労支援を実施する。

2事業内容

相談支援事業

(1)基盤的支援メニュー
就労相訟や生活相訟、コミュニケーション訓練、軽作業、
グループワーク、協力企業への職場見学、保護者からの個居」

相談への対廟を通じて、就職活動の実施に向けた準備段階の

支援を行う。
具体的には
ア 基本プログラム
①動機付けに関するメニュー
・職業講話 ・就職者による体験訟講話
②自己を知ることに関するメニュー
・闇業適性検査 ・自己理解の促進 。自信回復
・コミュニケーシヨン能力の向上 ・生活習慣の改善
。身だしなみ
③職業の世界を知ることに関するメニュー
・職場見学 ・就労体験
イ 高校中退者等のアウトリーチプログラム
ウ 福祉機関等へのアウトリーチ (出張相談)
・無業者等の1情報を持つていると思われる福祉
機関等との関係性を構築したうえでアウトリーチを
積極的に実施する。

(2)実践的支援メニュー
基盤的支援メニューの成果を踏まえ、相談支援員 。キャリ
アコンサルタントによる、より実践的な就職に向けた支援プ
ログラムを実施するとともに、就職後の定着・ステップアッ
プのためのフォローアップ支援を実施する。
具体的には
ア キャリアコンサルティングプログラム
e就職活動方法等に関する専門的な相談・個別指導
・就職支援セミナー ・ハローワークヘの同行訪間
イ 職場体験プログラム
実践的なスキルの習得、職場環境への適合を支援

ウ 定着・ステップアッププログラム
就刷者に対して、キャリアコンサルティングを実施
して、その職場での定着を支援、またキャリアアップ
を理る事ができる者に対しては本格的な知識、スキル
を取得するための中長期的なキャリア形成を支援す/o。

3事業実施期間 令和 5年4月 1日からむ和 7年3月 31日 (24ヶ 月 )

4実施体制

総員6筈 常勤 5名 内訳 総括コーディネーター
キャリアコンサルタント
相談支援員
相談支援員
情報管理員
相談支援員非常勤1名

5実 績 別紙のとおり
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6事務所所在地
上越地域若者サポートステーション

上越市寺町2-20-司
上越市福祉交流プラザ内
電話 i025-524-3185 FAXi025-524-3285

7
事業費

(令不日6年度のみ)
(19,275,811田 )

(体制費
(活動事務費
(一般管理費
(消費税

15,875,826円 )
1,349,088円 )
298,551円 )
1,752,346円 )

13



令和6年度
2024年 4 ～2025年3月

上越 地域若者サポートステーション  事業実施状況報告書

合計
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8
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新規登録者 目標値

新規登録者数

達成率
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8
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52
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4
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10
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47

47

28

13

102

40

58

4

61

61

19

33

1

3

113

41

66

6

61

60

1

23

37

113

41

55

17
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5
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5
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5
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5

4
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4
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5
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5

3
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5
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5
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1
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7
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4
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2
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1
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1
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2
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4
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1
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出口就職 目標値

出回就職  (A)

正社員

それ以例

再就職
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(4)若者自立就労支援業務事業 く上越市受託事業〉

項 内   容

1夢業目的
ニート等の状態にある若年無業者等に対し、カウンセリングや就力支援に関する

事業を行うことで、社会性の回復を図り、就労を目指す。

2事業内容

① 臨床,b理士等による心理カウンセリングに関すること
② 若者のキャリア開発プログラム (職業心れあい事業、ジヨブトレーニング
等)に関すること
③ 職業意識の啓発を図る、若年者及び保護者向けセミナー、講漢会等の開催
に関することなど

④ 相談窓□業務に関すること
⑤ 地功における若者支援機関等によるネットワークの構築及び維持に関する
こと

⑥ その他、地域若者サポートステーション事業に関して、地域の実績に応じ
てあ要な業務

3事業実施期間 令和6年4月 1日～令和7年3月 31日 (12ヶ月)

4職員の配置 相談員1筈

5実績 別紙のとおり

6事務所所在地

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
上越市本町3丁目3-1(センバンビル 3F)
電言舌i025-526-3310 FAXi025-526-3319

上越地域若者サポートステーション
上越市寺町2-20-¬
上越市福祉交流プラザ
電話 :025-524-3185 FAXi025-524-3285

7事業費 8,065,411円
(人件費
(諸経費
(消費税

2,548,590円 )
4,783,692円 )
733,司 59円 )

8特記事項
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上越地域若者サポートステーション 事業実施状況

令和6年4月 ～令和7年3月 のベ

アミカケ部分は、実施予定だったが未開催となつたもの

4月 5月 6月 7月 B月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 合計 昨年突慣 昨年背比

新規登録者数 8 9 10 16 4 9 9 P 104 127

新規未登録者数 C 1 1 1 0 0 2 C 2 1 1 1 10 24 ス メイ

来所者数 118 102 107 107 67 78 61 7t ,14S 1302
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Step Up・ 相談件数 5G 17 48 4[ 37 33 13 十フ 4フ 14 4 lC 344
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2 6 2う

職場見学 体験・語話 12 13 6 6 1 2 コ 5 5 G 47

戦業訓練 1 2 1 1 1
p 2 2 〔

規サポ 1 6 6

サポ外セミナー (
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(5)就職氷河期世代等自立支援ネットワーク化推進事業 く新潟県受託事業〉

項  目 内   容

1事業目的
地功若者サポートステーションを核とした就職氷河期世代等無業者に対する支援

ネットワークの構築を図ることで、地域の実情に廟した就職氷河期世代等無業者の

珊業的自立をl足進する。

2事業内容
① 職場体験受入企業開拓及び個別訪間会の実施
② 就職氷河期世代等の職業的自立促進のための支援機関関係者向け研修会の開催
③ やさしいお仕事(企業)説明会の開催

3夢業実施期間 令和6年6月 10日～令和7年3月 31日 (9ヶ月+20日 )

4職員の配置 な し

5実績

① 職場体験受入企業開拓及び個別訪問会の実施
個別説明訪間後 登録企業 40社
広告での開拓
職場体験受入企業開拓チラシ作成、上越、糸魚川、妙高、各域商工会議所、商
正会会員向け会報に折込む(2回 )
YouTube広告を作成し、地域等ターゲットをしぼり配信
上記の訪間先を含め、職場体験だけではなく、サポステのPRに緊がり104名
の新規登録者の相談があつた。
② 就職氷河期世代等の職業的自立促進のための支援機関関係者向け研修会の開催
山□大学医学部 保険学科 大学院医学系研究科 教授 山根俊恵氏より
「伴走型ひきこもり支援『山根モデル』の効果」～生きづらさを理解した支援～
と題して、支援機関向けの研修会を開催した。 (参加者41名 )
③ やさしいお仕事 (企業)説明会のP汗日催
10/3 ふれあいセンターピーチまがたま 参加企業9社 24名
(延べ説明凱60筈 )
10/8 上越市教育プラザ 参加企業20社 35名 (延べ説明数97名 )

6事務所所在地

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
上越市本田」3丁目3」 (センバンピル3F)
電話 i025-526-3310 FAXi025-526-3319

上越地域若者サポートステーション
上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ
電話 :025-524-3185 FAXi025-524-3285

7事業費 (諸経費
(消費税
1,855,674円 )
185,567円 )

2,041,241円

8特言E事項
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(6)就刷氷河期世代等無業者職場実習受入l足進奨励金 く新潟県受託事業〉

項 目 内   容

1事業目的 15歳から49歳で仕事に就いておらず、家事や通学もしていない者の職場実習の機会
を拡大し、職業的自立の促進を図る。

2事業内容 就職氷河期世代等無業者に対して実施する職場実習に対して、実習1日当たり1000
円の奨励金を支払う。

3事業実施期間 令不□6年4月 1日～令和 7年3月 31日 (12ヶ月)

4職員の配置 な し

5実績

①社
②社
③社
④社
⑤社
⑥社

若年者O日 就職氷河期世代1日
若年者2日 就職氷河期世代1日
若年者2日 就職氷河期世代1日‐
右年者9日 就職氷河期世代O日
若年者11日 就職氷河期世代1日
若年者12日 就職氷河期世代3日

⑦社
③社
◎社
⑩社
①社

若年者1日
若年者1日
若年者1日
若年者1日
若年者4日

就職氷河期世代O日
就職氷河期世イ式0日
就IH哉氷河期世代O日
就職氷河期世代O日
就職氷河期世代O日
合計11社51名

6事 務所所在地

ノム`と益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
上越市本町3丁目3-1(センバンビル3F)  ,
電言舌i025-526-3310 FAXi025-526-3319

上越地域若者サポートステーション
上越市寺町2-20-司
上越市福祉交流プラザ
電言舌:025-524-3185 FAX:025-524-3285

7事業費 53,145円 (謝金
(事務費
51,OOO円 )
2,145円 )

8特記事項
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第 2号議案 令和 6年度 収支決算について
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正 味 財 産 増 減 言十算 書 l人」訳 表

今和 6年 4月 1日 か ら令和 7年 3月 31日 まで
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事  業   収   益
事 業 収 益

雑     収    益
雑     収     益
経 常 収 益 計

経 常 費 用

事     業     費
人    件     賀
福 利 厚 生 費

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

消 耗 什 署 備 品 費
フ

消  耗  品  費
印 刷 製 本 費

レ ン タ ル  リ ー ス 料
使   用   料

手    数     料
諸    謝     全
保     険     料
租 税 公 f来

共    催     費
広 告 宣 伝 費

諸     経     費
委    託     料
雑 費 (予 備 贄 含 む )

一  般  哲  理  費
管     理     費
人    件     費
福  利  厚  生  安
曇    ‐競     費
旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

消 耗 品 費

印 刷 製 本 費

レ ン タ ル ・ リ ー ス 料

家 賃  会 場 等 使 用 料
手    数    料
委     託     料
租 税 公 課

雑 費 (子 備 費 含 む )

経  常  費  用  計
評価R生 存誦整前当打こ常暗旅霞

評 価 損 益 等 計

当 期 経 常 増 減 額

経 常 外 部 減 の 部

2
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正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 Я・尺 表

令和 6年 4月 1日 か ら令和 7年 3月 31日 まで

合   計

０
一
0

O

△3, t691856

S■ 5,571,743

542,10衣 ,887

0

0

542,101,88生

人

0

0

112,236,315

,112,187,986

O

0

0

112 187 986

0

0

0

112 236.315

112,187,986

0

0

0

112 187 ,86

イ11( ト ワータ

0

0

0

Δ3 42 527

433,335,428

429 913 901

0

0

429 913 901

0

0

O

0

0

0

O

O

0

0

0

0

O

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

61 541

3,611.S12

1 001 SOを

0

0

1,004,301

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

429 720 586

428 909 600

0

0

428 909 600

経 常 外 収 益

経 常 外 蚊 益 計

経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

当 初 経 常 外 増 減 額

当期 一般 正味財産増減額

一 般 正 味 財 産 期 首残 高

一般 正 味 財 産 期 末 残 高

Ⅱ指定正味財産増減 の部

当期指定正味財産増減額

特 定 正「未財 産 期 首残 高

指 定 正 味 財 産 期 末残 高

H正 咲 財 産 チ』末 残 高

2
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貸 借 対 照 表 内 訳 表

令和 7年  3月 31日 現在

科 目 公 益 目 的 事 業 法 人 会 計 内部 取 引等 消 去 合   計
I資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

未     収    金
流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

基 本 財 産

投 資 有 価 証 券

基 本 財 産 合 計

特 定 資 産

投 資 有 価 証 券

定   期
定 資 産
定 資 産

第   四
合  計
合  計
計

特

固

資 産

債

本

Ⅱ 負

未

預

の  部
負   債
払    金
り    金 '

債 合  計

流 動

動流 負

負   債   合

Ⅲ 正 味 財 産 の 都

計

一 般 正 味 財 産

正 味 財 産 合 計

負 債 及 び正 味財 産 合 計

15,885,988

3,249,340

4,474,879

4,125

0 20,360,867

3,253,465

19,135,328 4,479,004 0 23,614,332

99,812,400 99,812,400

0 99,812,400 0 99,812,400

399,925,400

15,000,000 8,000,000

399,925,400

23,000,000

414,925,400 8,000,000 0 422,925,400

414,925,400 107,812,400 0 522,737,300

434,060,728 112,291,404 0 546,352,132

4,007,124

139,703

87,100

16,318

4,094,224

156,021

4,146,827 103,418 0 4,250,245

4,146,827 103,418 0 4,250,245

429,913,901 112,187,986 0 542,101,887

429,913,901 112,187,986 0 542,101,887

434,060,728 112,291,404 0 546,352,132
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財
~ 
産   目   録

令和 7年 3月 31日雛

海八お :公紳 :慟却、新耕硯配慇馳鱒個

場 所 ・ 物 量 等 使 用 目 的 等 金 額対 照 表 科 目

■4監 879

3,361,7∞

9,708,759

35,710

1,881,771

898,039

3,閉3,465

第四北越銀行li 1 6

昇□北越銀行li 1 3

第四北魁銀行ll1 1 6

第四北越銀行h17
第四十1越 銀行lに 20

第四北越銀任li 2 0

未    収

32501
65387
80163
30157
53191
53207
金

(流 動 資 産 )

23,61■ 332流 動 資 産 合 計

∞,812,400

399)勁 5,4∞

2モl,はら(l(Xl

産

財

　

資

資定

本

　

定

固く

基

　

特

産

　

産

券

　

券

四

証

　

証

価

　

価

第

有

　

有

期

資

　

資

投

　

投

定
522,737,8CЮ固 定 資 産 合 計
546,352,132資 産 合 計

4,094,224

156,021

払

り

金

金

未

預

(流 動 負 債 )

■250,245流 動 負 債 合 計
4,250,245

542,101,887正 味 財 産
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財 務 言者 表 とこ 対 す る とこ 記

法人名 :公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
事業名 :事業全体

1.重要な会計方針

(1)会計方針
「公益法人会計基準」 (平成20年 4月 11日 平成21年 10月 16日 改正 内閣府公益認定等

委員会)を採用している。

(2)有価証券の評価基準及び評価方法

1.満 期保有目的の債権  償却原価法によつている。

2  その他の有価証券
①時価のあるもの   期末 日の市場価格等に基づく時価法によつている。
②時価のないもの   移動平均法による原価法によつている。

(3)リ ース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係 る方法に準じた会計処理によつている。

(4)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によつている。

2基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

3,満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位 1円 )

種類及び銘柄 帳簿価額 時  価 評価損益

国 債 第120回利付国債
題 債 第122回利付国債
第 4回 日本航空 (株)社債
第 20回 (株)光通信社債
シルフリミテ ッ ドシリーズ

99,812,400

99,925,400

100,000,000

100,000,000

100,000,000

102,518,500

103,612,400

79,100,200

81,300,400

103,940,000

2,706,100

3,687,000
△20,899,800
△18,699,600

3,940,000

合   計 499,737,800 470,471,500 Δ29,266,300

円 )

当期増カロ額 当期減少額 当期末残高科   目 前期末残高

37,600 0 99,812,400基本財産投資有価証券 99,774,800
99,812,40037,600 0′lヽ    言ト 99,774,800
399,925,40015,100 0特定資産投資有価証券 399,910,300

15,100 0 399,925,400小   計 399,910,300
23,000,000特定資産定期預金 23,000,000 0 0

0 522,737,800合   計 522,685,100 521700
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監 査 報 告 書

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
理事長 高 橋 信 雄 殿

令和 7年  5月  9日

監事協 冴″%洵

免 駆矛

||:監 事

私たち監事は、当貝オ団の令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 までの令和 6年度

の理事の職務の執行について監査を行いましたので、一般社団法人及び一般財団法人に

関する法律第 99条第 1項 (同法第 197条 において準用する第 99条第 1項並びに公益

社団法人及び公益財団法人の認定に関する法律施行規則第 33条第 2項)の規定に基づき

本監査報告書を作成 し、以下の通 り報告いたします。

1 監査の方法及びその内容
私たち監事は、理事及び使用人等 と意思疎通を図り、情報の収集及び監査のデ呆境

の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席 し、理事等からその職務

の執行について報告を受け、重要な決裁書類を閲覧し、業務及び財産の状況を調査

しました。

以上の方法によつて、当該年度に係 る事業報告及びその附属明細書を監査 しまし

た。

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該年度に係る計算書類

及びその附属明細書及び財産 目録等についても監査 しました。

2 監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
①  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、当財団の状況を
正 しく示 しているものと認めます。

②  理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③  内部統制システムの整備に関する理事会決議及びその体制下の理事の
職務の執行は、相当であると認めます。

(2)計算書類及びその附属明細書並びに財産目録等の監査結果
計算書類及びその附属明細書並びに財産目録等は、当財団の財産及び損益の

状況をすべて重要な点において適正に表示しているものと認めます。

25



令和7年度

令和7年度事業実施計画につしヽて

令和7年度1又支予算について

0

●

輯 歯 事 頸

ノム`盃財団法人 新潟県雇用環境整備財団
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1 法人会計事業実施計画

事 業 名 実施 8き期 地区・場所 事 業 内 容

I 総合事業

1定例理事会 年 2回
(5, 3月 )

直江津学び
の交流館

上 越 市 内

5月 22日
・ 令不□6年度事業実施結果・斗叉支決算
報告等を審議

・ 第 18回評議員会開催について審議

3月

令和8年度事業計画 (案)・ 斗又支手

算 (案)等を審議

2定時評議員会 6月 3日 上

市民
越市
プラザ

令和6年度事業実施結果・斗又支決算

報告等を審議

令和7年度事業計画、収支手算等に

ついて報告
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2.公 盃目的事業
(1)わかもの等定住l足進サポート事業実施計画

項   目 内   容

1事業目的 地域の雇用環境を整備し、若者の地元定着やU・ Iターンの促進を図るため、ハ

□―ワーク・市・商工団体など関係機関と連携しながら各種事業を行う。

2事業内容

実施時期 場所 。対象

I U・ Iターン希望者の地元就職促進事業

1 大学等進学者等への就職情報の提供

2 大学等進学先リストの作成

3 就職促進ガイ ドブックの作成

年間 日NE登録者

年司回(4～ 5月 ) 進学者

年 1回 高校生

Ⅱ 新規学校卒業者等の地元就職、定着l足進事業

1 高校生応募前企業説明会

大卒等合圃企業面接会

2 新規学校卒業就職者の就職後のフォロー

3 職業諸習事業

パソコン講召

年 1回 (7月 。2日間)

年 1回 (3月 )

2日間各
企業類100社
参加者500名

企業数 90社
参加者 100名

年2回 (4月 ) 上越「lコ
糸魚川市

年¶回(10月 )

だいふくパソコン教窒
20筈

Ⅲ そのl也の事業

1 障害者向け面接会

2 関連機関連携会議の開催等 年2回 (4、 10月 )

3事業実施期間 令和7年4月 1日から令和8年3月 31日 (12ヶ月)

4実施体制 事務局長 1名

5事務所所在地
公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団

上越市本町3-4-1(センバンビル 3F)
電話 :025-526-33封 O FAXI025-526-3319

6 概算事業費
及び人件費

(管理費 7,426,OOO円 )
(事業費 2,186,OOO円 )

予算額 9,562,OOO円

7特 記事項
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(2)求人・求職トータルサポート事業 く上越市受託事業〉

項  目 内   容

司 事業目的
上越市・妙高市の中小企業における人材確保と定着を図るため、新卒学生など求
職者と企業側の求人三―ズをマッチングするポータルサイトを構築する。

2事 業内容

(1)ポータルサイトの保守・管理業務
① フルバックアップ
② 差分バックアップ
③ 不具合対応
④ バージヨンアップ対廠
(2)トータルサポート事業の運営業務
① 企業情報の確認。掲載夢務
② 求人等の募集情報に関する確認・掲載事務
③ 企業概要及び求人等の募集I盾報の掲載に関する相談窓□業務
④ 企業の掲載促進渚動
⑤
⑥
⑦

学生との繁がり3会化支援
人材確保の総合相談窓□業務
事業効果検証等の報告業務

3事 業実施期間 令和7年4月 1日～令不B8年3月 31日 (12ヶ月)

4職 員の配置 事務局長 1名

5事 務所所在地
公蓋益財団法人 新潟県雇用環境整備財団

上越市本町3丁目3-1(センアヽンビル 3F)
電言舌:025-526-3310 FAXi025-526-3319

6 概算事業
費

及び人件費

(運用費
(付帯サービス使用料

予算額 10,178,300円 (システム維持費
(諸経費
(消費税

6,900,OOO円 )
711,OOO円 )
801,360岡 )
340,640円 )
925,300円 )

7'特記事項
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(3)上越地域若者サポートステーション事業 〈国受託事業〉実施計画

2事業内容

相談支援事業

(1)基盤的支援メニュー
就労相訟や生活相談、コミュニケーション訓練、軽作業、
グループワーク、協力企業への職場見学、保護者からの個周」

相談への対応を通じて、就職活動の実施に向けた準備段階の

支援を行う。
具体的には
ア 基本プログラム        ,
①動機付けに関するメニュー
・職業講話 ・就財者による体験談講話
②自己を知ることに関するメニュー
・職業適性検査 ・ 自己理解のl足進 ・ 自信回復
・コミュニケーション能力の向上 ・生沼習慣の改善
・身だしなみ
③職業の世界を知ることに関するメニュー
・職場見学 ・就労体験
イ 高校中退者等のアウトリーチプログラム
ウ 福祉機関等へのアウトリーチ (出張相談)
・無業者等の情報を持つていると思われる福祉
機関等との関係性を構築したうえでアウトリーチを
積極的に実施する。

(2)実践的支援メニュー
基盤的支援メニューの成果を踏まえ、相訟支援員 。キャリ
アコンサルタントによる、より実践的な就職に向けた支援プ
ログラムを実施するとともに、就職後の定着・ステップアッ
プのためのフォローアップ支援を実施する。   ‐
具体的には
ア キャリアコンサルティングプログラム     ‐
・就職活動方法等に関する専門的な相訟・個別指導
・就職支援セミナー ・ハローワークヘの同行訪間
イ 瑚場体験プログラム
実践的なスキルの習得、職場環境への適合を支援
ウ 求人活用型ステップアッププログラム
実践経験の獲得や撫業期間の解消により、就職に向
けた自信回復を充実させるため、サポステ利用者の個
プマのニーズに応じて、比較的短期間の求人を活用した
ステップアップのための相談支援を実施する。
工 定着・ステップアッププログラム
就職者に対して、キャリアコンサルティングを実施
して、その職場での定着を支援、またキャリアアップ
を図る事ができる者に対しては本格的な矢□識、スキル
を取得するための中長期的なキャリア形成を支援する。

項  目 内   容

若年無業者等が充実した珊業生活を送り、我が国のI晋来を支える人材になるよ
う、「地域若者サポートステーション」において、地方公共団体と協働し、職業
的自立に向けた就労支援を実施することを目的とする。

1事業目的
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3事業実施期間 令和7年4月 1日 から令和9年3月 31日 (24ヶ月)

4 実施体制

総員6筈 常勤 5名 内訳 総括コーディネーター
キャリアコンサルタント
相談支援員
相談支援員

非常勤 1名

1盾報管理員
相談支援員

目標十直
(1か年度)

鵬 堀
5

就珊等率
(若年無業者等 )

71.2% 新規登録者件数 刊OO件

就職等率
(40歳代無業者)

35% 就職等件数 72件

定着率 78.3% 進路決定件靭 (就珊以外) 101牛

利用者満足度 95%

6事務所所在地
上越地域若者サポートステーション

上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ内
電話 i025-524-3185 FAXi025-524-3285

概算事業賣
及び人件費

7(1か 年度)

令和7年度、
8年度とも同額

ラ算額 20,488,¶ 96円

(体制費
(活動事務費
(一般管理費
(消費税

司6,906,018円 )
1,416,400円 )
303,215円 )
1,862,563円 )
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(4)若年自立就ガ支援業務事業 く上越市受話事業 〉実施計画

項  目 内   容

1事業目的
ニート等の状態にある若年無業者に対し、カウンセリングや就労支援に関する

事業を行うことで、社会性の回復を図り、
~古
者の就労を目指す。

2事業内容

① 臨床!い理士等による,M理カウンセリングに関すること
② 若者のキャリア開発プログラム (職業lも

~ヽ

れあい事業、ジョプトレーニング
等)に関すること
③ 職業意識の啓発を図る、若年者及び保護者向けセミナー、講演会等の開催
に関することなど
④ 相談窓□業務に関すること
⑤ 地域における若者支援機関等によるネットワークの構築及び維持に関する
こと
⑥ その他、地域若者サポートステーション事業に関して、地けの実績になじ
てИ要な業務

3事業実施期間 令和7年4月 1日～令不□8年3月 31日 (12ヶ月)

4職員の配置 相談員1名

5事務所所在地
上越地域若者サポートステーション

上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ内
電話 i025-524-3司 85 FAXi025-524-3285

6 概算事業費
及び人件費

ラ算額  5,566,OOO円
(人件費 3,470,304円 )
(諸経費 1,589,696円 )
(消費税  506,OOO円 )

7特記事項
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(5)若年者等自立支援ネットワークイヒ推進事業 く新潟県受託事業〉

項 国 内   容

1事業目的
地域若者サポートステーションを核とした就職氷河期世代等無業者に対する支援
ネットワークの構築を図ることで、地域の実I盾におじた就職氷河期世代等無業者の

職業的自立を促進する。

2事業内容
① 職場体験受入企業開拓及び個周」訪間会の実施
② 就職氷河期世代等の職業的自立促進のための支援機関関係者向け研1多会の開催
③ やさしいお仕事(企業)説明会の開催
④ 臨床,b理士による,b理カウンセリング

3事業実施期間 宥和7年4月 1日～令不□8年3月 31日 (12ヶ月)

4職 員の配置 な し

5事 務所所在地
上越地域若者サポートステーション

上越市寺町2-20… 1
上越市福祉交流プラザ
電言雪i025-524-3185 FAXi025-524-3285

6事業費 2,043,250円 (諸経費
(消費税
1,857,500円 )
司85,750円 )

7特記事項 ※ラ算は未確定
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(6)若年者等無業者財場実習受入促進事業 〈新潟県受託事業〉

項 内   容

1事業目的 15満から49歳で仕事に就しヽておらす、家事や通学もしていない者の職場実習の機会
を拡大し、職業的自立の促進を図る。

2事 業内容 若年者等無業者に対して実施する剛場実習に対して、実習1日当たり1000円の奨励
金を支払う。

3事 業実施期間 令不日7年4月 1日～令和8年3月 31日 (12ヶ 月)

4職 員の配置 な し

5事 務所所在地
上越地域若者サポートステーション

上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ
電話 :025-524-3185 FAXi025-524-3285

7事 業費 86,600円 (協力費
(事務費

80,OOO円 )
6,600円 )

8特 記事項 ※ラ算は未確定 (暫定 R6年度ラ算記載)
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令和7年度  収支予算書

令和 07年 04月 01日 から令和 08年 03月 31日 まで
(単位 :円 )

立
程

者
労
考
就 共 通 ′

lヽこ十
わかもの年
定住サホート

(上越市)

科   目

中科目男11こ,

委託料

俊負f虫罰

給料手当

オ定偏利買

福利厚生買

会議こと

通信遭燃資

滅価慎即 貿

消籠‖tt備品受

消耗品

印雇1製本買

ぶ4受

ア寅 会よ易
=使
用Ⅲ

酪謝従

租税公課

有価証芽運用損

瀬問料

支払刊息
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